
" 。 '""""'" 一一 
育児中の求職者が 公共職業訓練を 受講できるよ う 、 柔軟な訓練コース 時間の設定を 行う。 ま 

た 、 民間機関も活用して 再就職希望者のニーズに 対応した職業訓練を 難。 。 。 

""""   。 " 。 " 。   ""   す る 一 " 

育児が一段落し、 再就職を希望する 者等に対し育児・ 家事等と就職の 両立を支援するため、 
子ども連れでも 利用しやすい 施設を整えた「両立支援八口一ワークⅡにおいて、 職業情報の提 

供、 ガイダンスの 実施、 多様な職業紹介の 実施等による 再就職支援を 推進する。 

また、 職務分析に基づく 職業能力評価制度の 整備により、 個人の職業能力や 企業が求める 職 

業能力が明らかになることで、 円滑な再就職を 促進する。 

口 求人年齢の 公雛定 所における全求人に 占め 
。 " 。 。 。 。 湖 " 

「 52%(15 年度 ～三 % 胚 
( 平成 1 7 年飼 

育児が一段落し、 再就職を希望する 者等が、 求人の年齢制限により 求職活動の制約を 受ける 

ことがな い よ う 、 八口一ワークの 窓口等 刮瑚 Ⅱの企業に対 ，す - る 啓発・指導等を 行うなど・求人年 

mfssm@@w@wt@ 

n@msw@mfw&i. 
育児中の求職者が 安心して求職活動ができるよ う 、 保育所の受天児童数の 増大を図りつっ、 

求職中も保育所の 利用が㎏きることを 市町村や八口一ワークにおいて 積極的に周知する。 

目指すべき社会の 姿 

今 希望する者すべて 力咬 心して育児休業等を 取得でき となる 

( 育児休業取得率男性 1 0% 、 女性 80%/ 小 期 まで 

25%) 
今 男性も家庭でしっかりと 子ともに向き 含ぅ 時間が 寺 てる ( 宵月期の男 
"" ㍼ "" 雌 """ に ' 
今働き方を見直し、 多様な人材を 効果的に育成活用することにより、 労 
樹生産性が上昇するとともに、 育児 期 にあ る男女の長時間労働が 是正 
される 

offii@@<D@@@@@)@@$ns 
今 育児 期に 離職を余儀なくされる 者の割合力㍻るととちに、 育児 ガ し股 
落した後の円滑な 再就職が可能となる 

一 Ⅰ 0 一 



3. 生命の大切さ、 家庭の役割等についての 理解 

0 これか 5 親 となる人カト 昔 、 剖幼 脇子どもとぬれ おう絵 や子とち ゆ 
家庭の大切さを 考える機会を 持っことができるようにする。 

  

@WMK. ） ( 今後 5 年間の目標 ) 

D@LtoS@@tS@lS@@ すべての保育所、 児童 錬 保健センター 
に柿 ) 

保育所、 児童館、 保健センタ一等で 中・高校生 力 乳幼児と出会いふ ねめ う機会を提供するた 

めの 受 入を推進する。 

。 輌姻 " 一 "" 一 % 
全国の中・高等学校において・ 生命の大切さや 家庭の役割、 保育体験を含む 子育て理解等に 

" す 。 "" 。 "" 。 。 。 

目安 )M して子ともを 生み育てることがで 全   

きる社会について t   

。 。 Ⅱ "' 。 "'" 元一 " 
子育てや子育て 支援に関する 各種のフォーラム、 ワークショップの 開催や子ども 参加型の イ 
ベントを実施し、 子どもと大人が 交流し会える 機会の提供などにより、 子どもを生み、 育てる 

ことを社会全体で 応援する意識の 醸成を図る取組を 推進する。   
                atrr@tfc@o@ 

                    今様 尺 な場において、 中 ・高校生方輿幼児とふれ ， あ ぅ 機会をもてるよ う 

                  になる 

                      今 多くの若者が 子育てに肯定的なイメージを 持つようになる ( 子育てに 

                      

                      ク 全国の市町村に 甘 臥 ハて地域住民や 棲 係 きを交えた子育てを 庇護する各種 
                    の 脚力行 柿 きようになる 

4. 子育ての新たな 支え合いと 宙苦 

d)  @M@¥itet@CTrc@@@@i 

0 働いてはる、 いないにかかねら す、 親と子の育ち   

中だけで四 脚 な子育てをなくしていく。 
一 ⅠⅠ - 

  



( 米 ) 2% 旦 代育成支援 ヌ   、   准法 に基づく市町村行動計画に 掲げられた目標の 実現を 
目   ( 平成 2 「年度の目黒官よ 各市町村において 検討中の目標値の 集計結果 
を 踏まえて 錠 。 
の 気軽に利用できる 手目 薩 " ( 具体的施策 ） ( 平成 1 6 ヰ 朗 ( 平成 2,N ヰ田 
凹地域における 千弓 踵備 ⑧ 2, 954 ガ ト 接子 @ 二シ 6, 000 か所 

( 全国の中学校区の 約 6 割で 実栂 

・つといの C 粕 Ⅰ 7 Ⅰが 所円 イ Ⅰ 600 が 所 
子育て中の親子が 相談、 交流、 情報交換できる 場を身近な場所に 整備する。 

  lti@m3@t2>9 ・ @@ 、 @@OSO 

2, 7Q3 ； 呵 〒 ヰ 4. 400 ； 所 
保育所等において、 専業主婦等が 育児不安について 専門家に相談したり、 地域の育児 サ一 
クル活動を行うことのできる 地域子育て支援センタ 一事業を推進する。 

D-8t@@@tCT@@liS@(80 5, 935 カ ト 前 4 9, 500 か 所 
( 全国の中学校区の 約 9 割で 実柑 

専業主婦を含め、 保護者の育児疲れや 急病や冠婚葬祭など 一時的な場合から、 パート就労な 

ど予め日時を 特定する場合まで、 必要な時に子どもを 預けられる場の 拡充を図る。 

口轍鍍き廉 ; 潮した子日 
商店街の空き 店舗を活用した 子どもの一時預かりや 親ヂ交流、 育児相談などの 事業実施を促 
進 する。 

田子育て 

  。 "" 。 "" 。 """ 槌ゆ 
( 全国の児童 

・トワイライトステイ 事業の推進㈱ 

569 ヵ W 〒 ヰ Q70 が 所 
" 。 肢 %" M"Mgsma"" 

3 Ⅰ 0 が 所づ 560WJ 
( 全国の 。 ""' 一 """" 。 。 。 6" 。 "" 

保護者の疾病や 育児疲れ、 恒常的な残業 """ 場合 """ 。 児童 養茄 " 等で " 児童 " 一時 
的な預かりを 推進する。 

" 詳 " 穏 前 賄薩 
。 " 体 " 施策   

口 幼稚園における 地域の幼児教育センターとして 

保護者と地域のニーズに 十分応えられるよ う、 預かり保育や 子育て支援事業を 推進する。 
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幼稚園児の保護者の 所得状況に応じて、 教育に係る経済的負担の 軽減を図るため、 幼稚園 就 

""""" 。 "" 。 " 。 

田切戸桂園 と 保育所 鵬 撫育・ f 呆 育とⅡ 一 
幼稚園と保育所のそれぞれの 特性を活かしっ っ 、 地域や ，保護者の多様なニーズに 応えるとと 

もに、 幼児期の教育と 小学校以降の 教育との円滑な 移行や接続を 図るため、 幼稚園・保育所・ 

小学校間の連携を 進める。 

日給 き 施設の制度化 
就学双の教育・ 保育を一体として 捉えた一貫した 総合施設について、 平成 1 7 年度に試行事 

業を先行実施し、 平成 i8 年度からの本格実施を 目指す   

口 初雄臣 及て兄呆育 所における自己評価や 第三者評価 囲珪進 
幼稚園及び保育所の 教育・保育の 内容の充実を 図りっ っ 、 利用者の選択にも 資するよ う 、 情 

報公開を促進するとともに、 自己点検評価や 第三者評価を 推進する。 

3［W@Z@S@WS@@ 
。 """ 庫 ( 平成 ] 6 年 肋 ( 平成 2 ] 年度 ) 

ロファミリー・サポート・センタ 一の 368 ヵ W 〒 ヰ "" 迦 
推 3 隻の 0 ( 全国の市区町村の 約 4 分の T で美樹 
乳幼児や小学生等の 児童を有する 子育て中の労働者や 主婦等を会員として、 送迎や放課後の 
預かり等の相互援助活動を 行うファミリー・サポート・センタ 一の設置促進を 行う。 

ロ シルバ一人材センタ 一による高齢者活用千弓 准 

高齢者の就労機会・ 社会参加の場を 提供するシルバ 一人材センタ 一において、 乳幼児の世話 

や保育施設への 送迎などの 育り磁 、 就学児童に対する 放課後・土日における 学習，生活指導 

等の支援を行う。 

""""" に """" 嗣 " 姻 
放課後児童クラブやファミリー・サポート・センター、 シルバ一人材センタ 一の仕組みを 活 

用し 、 子育てを終えた 主婦や高年齢退職者等が 子どもを預かり、 基本的な生活習慣を 身にっ け 

ることなどを 支援する取組 ( 「生活 塾 』 ) を促進する。 

日子育て NPO や子育てサークルの 育成 
地域に根ざして 子育て支援活動を 行っている NPO や子育てと主体的に 向き合いながら サ 

一 クル活動を実践している 親などに、 各種子育て支援に 関する情報提供や 活動場所の確保等の 
支援を行う。 

一 Ⅰ 3 一 



( 今後 5 年間の目標 ) 

日者若男女の 地域住民の主体的な 子育て支 全 、 

" 活 "' 。 碇 ' 
地域の高齢者や ，子育て中の 男性、 中・高校生などを 含め、 老若男女の地域住民が 子育て支援 

活動に主体的に 関われるよさにし、 多世代の交流を 促進するため、 保育所、 児童館、 自治会等 

で地域に開かれた 各種子育てに 関わる行事等を 開催するなどの 取組を促進する。 

asr@a@os 

o ， r@w@ ci@w/@ra@@@@ Ⅰ     CT@<gi?@ii@@or. 

ffiii@@W@-Sc@f::@  C@m " 。 。 一   " 
] か 所以上あ る ) 
の㎎ 虫 な子育てをなくす ( 誰にも子育てについて 柏司 談できない人の 割合や 
誰にも預けられない 人の割合が減る ) 

(2) 子育て家庭が 必要なときに 利用できる保育サ ー ピス等の充実 

な
と
、
 

子
 
 
 
 
 
 
 

 
 
O
 
( Ⅹ ) 次世代育成支援対策 佳進 法に基づく市町村行動計画に 掲げられた目標の 実現を 
目指す ( 平成 21 年度の目   票値 @ よ 各     において検討中の 目標値の集計結果 
を踏まえて設定 ) 。 

① 宙 せ作戦のさらなる 展開 
。 " 体 " 施策 ） ( 平成 ] 6 年度 ) ( 平成 2 ] 年度 ） 

Q@fW@WW@oM@i@GSo 203 万人 づ 21575X 
待機児童 50 人以上の市町村を 中心に、 平成Ⅰ 9 年度までの 3 年間で集中的に 受入れ児童数 
(DW@m@. 

②                                 
(" 体 的施策 ） ( 平成 1 6 年度 ) ( 平成 2 ] 年度 ) 

aa@s@g@@)@s  eso 1 5, Ⅰ 33 ；ト所 づ 1 コ戸 ， 500 ； ト所 

錘 。 。 学校区の約。 分の 3 で 実楓 
保護者が労働等により 昼間家庭にいない 放課後児童のための 対策を推進する。 

一 14 一 



③多様な保育 = 一スへの対応 

wmtsgi ） ( 平成 1 6 年 肋 ( 平成 2 ] 年朗 

。 鴫 " 。 咄 。 " Ⅰ 2. 783 が 所 +  Ⅰ 6, 2@0Q か所 
住 " 。 保育所。 約 " 甜 。 実栂 

基本の開 所 時間であ る 1 1 時間を超えて 行われる保育を 推進する。 

遊休日保育の 推進 ひ 0 666 が折づ 2, 2.00 か 所 
頷慨 " 荊 " 、 較珊 

休日や祝日に 働く保護者が 安心して子どもを 預けられる場を 確保する。 

" 種 '"" 卸鎚 。 " 66 ガト所づ 4% 
㏄ ロ 30 万人以上の市の 約 5 割で 実 脚 

病院等夜間の 勤務が必要な 保護者が安心して 子どもを預けられる 場を確保する。 

口胸ケ " 雛 """ 5Cn7% 靱千申                 咄 " ( 全国の市町村の 約 4 割で実用 め 
病気回観にあ る乳幼児の保育を、 保育士等の派遣等を 進め、 充実する。   
                      。 紺 。 。 "" 。 : 。 。 
                      ク 全国どこでも 保育 ヴ ）ピス 力床 Ⅱ円できるようになる ( 保育所制 謹 
                      が 50 人以上いる市町村をなく す ) 

                      め 濃彩 態 に対応しほ保育 三 一力 び 満たされるようになる ( 保育 三 一ヌ 
                      力 満たされていると 考える保護きの 割合が増える ) 

(3) 目 

0 基本的な生活習慣 ゆ 社会的マナー、 自制心ゆ自立心などを 育成する上で   
( 具体的施策 ) ( 今後 5 年間の目標 ) 

。 掴 """ 一 曲 るようになること 
子育て中の親等に 対し、 家庭教育に関する 学習教材の提供、 相談の受付け、 講座の開設等、 

地域の実情に 応じた様々な 手段を通じて、 家庭教育に関する 学習や情報入手の 機会が充実され 

る よ う 環境整備を推進する。 
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口 l T を活用し 庁 弓 手法の @srs75 
普及 

子育て中の孤立しがちな 親等が、 気軽に学習や 相談をしたり、 情報を入手することができる 

よ う 、 携帯電話による 子育て相談や 情報提供など、 IT を活用した家庭教育支援の 手法を普及 

する。   
                  一   " 。 。 。 兎力 軽減される ( しつけや子育てに 
                      自信乃低いという 親の割合力幅る ) 

(4) 特に支援を必要とする 子ともとその 家庭に対する 支援の推進 

0'@ 6-   
ニースへの 対 麻を図り、 すべての子ともと 子育てを大切にしていく。   

(3)                   
。 " 体 """ ） ( 平成 ] 6 年 田 ( 平成 2 T 年度 ) 

口 虐待防止ネットワークの 設置 Ⅰ 243 市町村 づ @r6EM 
関係機関等による 発生予防、 支援のための 連携体制を整備する。 

( キ 後 5 年間の目標 ) 

。 " 摘 。 一 "" 生 " 。 "" ぎ " 全 、 

に主 ' 
  

乳児健康診査について、 休日健診の推進等により、 受診率のさらなる 向上を図るとともに、 

生後 4 か 月に達するまでに 新生児訪問や 乳児健診のいずれにも 接触のなかった 全乳児の状況 

を把握するため、 訪問調査を実施するなどの 対策を全市町方すで 知する。 

口宙 " 。 咄 "" 
訪問による養育困難家庭を 支援する取組を 推進するため、 全市町村での 実施を目指す   

。 "" 綱 "" 眈 ":" 

捌
 
。
 

封
 
。
 
。
 
 
 

夜間休日における 連絡や相談対応の 確保、 中核市規模の 人口を有する 市での設置の 促進、 分 

室・支所の活用による 市町村支援体制の 確保等を図る。 

口 虐待 対府 のための協力 @swm'   
"""""" 。 。 医療的ケアの 重要性にかんがみ、 地域の医療機関との 協力、 連携体制の充 

実を図る。 
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口 個別対応できる @S@ iCTI-   
虐待を受けた 子どもと非行児童との 混合処遇の状況を 改善することや 非行児童に個別対応 

できる居室等の 改善を行 う 。 

( 平成 1 6 年 肋 ( 平成 2 ] 年 ㈱ 
口 l >9-(D@% 5 Ⅰか所 づ 』 呵 

(@iHTo(c2@m.  tg@pm"'"""""" 

地域に密着した 虐待、 非行などの相談，支援を 行 う センターを 劉霞 する。 

軽度の情緒障害を 有する子どもの 治療体制を整備するため、 情緒障害児短期治療施設の 全都 

道府県での設置を 目指す。 

" 画 ㍼ 唖 299 ヵ下戸戸 干 @ テ井 845@m 
において ] 施設あ たり ] か所程度 

虐待を受けた 児童等に対して、 家庭的な環境の 中で養護を実施する 小規模グル - プケ アや 地 
域小規模児童養護施設の 整備を着実に 進める。 

。 一 。 
「 46 人 (15 年南 --,  呵 

専門里親、 親族里親の活用のほか、 里親研修や里親養育相談の 実施、 里親の休息のために 一 

時 的に葬り 巳 童を児童養護施設等に 預かるレスパイト・ケアの 実施など、 里親に対する 支援を 

充実することで、 里親への 委已巳童 数の増加を図る。 

( 平成 1 6 年度 ) 坪成 2  1 年 肋 
a@MB@-A<7)@ 26 ヵ 卜所づ so@rn 

( 都道府県・指定都市にⅠか 所程度で勤め 

義務教育終了後、 児童養護施設等をま 勘所した児童等の 社会的な自立を 促 づ 援助を行う自立援 
助ホームの整備を 着実に進める。 

口 虐待対策 1 口謁 するⅠ 傭 """ 
妊娠 時 よりの発生予防対策から、 親へのカウンセリンバなどの 支援に至るまでの 知見の集積   
実践可能なプロバラム 及 び 専門職の資質の 向上のための 人材育成プロバラム 等の開発を集中 
"" 姉 。 " 。 
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a@@tca3(@@:@@@B5lfc(CI@lft@B5@tCl@@ ・ @@CT@ 

児童虐待防止に 向けた取組に 関する調査研究、 分析を行い、 各学校及び都道府県・ 市町村教 
育委員会において 調査研究の成果を 活用する。 

② " 。 """ 。 一 "'" 
( 具体的施策 ) ( 今後 5 年間の目標 ) 

。 脚 。 。 "   こ日 巌 
母子家庭等ひとり 新家庭は、 子育てと生計の 担い手という 二重の役割を 担う必要があ り、 子 

育て・生活支援策、 就業支援策、 養育費の確保 策 、 経済的支援策等の 総合的な母子家庭等対策 

を 推進し・母子家庭等の 目立の 足 笘を図る。 
  ""   "" 一 "' 
痴茜 等の理由により 一時的に家事援助等 力 も必要になった 場合、 家庭生活支援員の 派遣 や、 
生活支援講習会及び 電話相談の実施など 母子家庭等の 地域での生活を 総合的に支援する。 

  脚 '"""" 自 立支 震 センターを 全 
自立       文 司 @            合       盾 
、 目   

  
目 

Ⅱ 8  人 15  年 づ 19  3  0CL 人 

自立支援教育訓練給付金事業、 高等技能 ヨ i@ 促進 費 事業、 公共職業訓練等により 職業能力 

開発への取組を 支援するとともに、 八口一ワークにおける 個別総合的な 肥 、 母子家庭 
等就業・自立 憩 ヒンタ一における 就業相談、 就業支援講習会等の 実施、 民間事業者に 対す 
る就業促進についての 協力要請、 母子福祉団体等の 受注機会の増大への 配慮など、 総合的に 

母子家庭の母の 就業・雇用の 促進を図る。 

@             
。 " 体 """ 耗 ） 

aiToIcaSl ， @MScD@S:@: 支 " 
障害のあ る児童が、 できるだけ身近な 環境で適切な 療育を受けられる 体制を整備する。 

( 平成 1 9 年度までに達成する 目標 幻 
@g@  S5@TOIffi5;mti@  GlfflSIS&y@)  (CS-3'<@ 

・訪問弁護 ( ホームヘルプ サー ピス ) 一 ホームヘルパーを 約 6 万人確保 罎 "   萌 " 。 。 " 
日常生活を営むのに 支障のあ る障害児のいる 家庭にホームヘ ノレて 一を派遣する。 

            (@@B@tt-@0             約 1 10 イ l 000 人分 整構 

一 18 一 



障害児が、 肢体 不 。 " 児 施設や "" 障害児施設等へ " 通 """, て " 学生活 """" 基本 
的な動作の指導 ゃ 集団生活への 適応訓練等が 受けられるよさにする。 

  ",""" 据 " ㈲ " 約 280 か 所要 憶 
在宅の重症む 身障害児 ( 者 ) が、 通園によって 日常生活動作、 機能訓練等必要な 療育を受 

け、 運動機能等の 発達が促されるようにするとともに、 併せて保護者等の 家庭における 療育 

技術の習得を 図る。 

  m(@)5gwd?r(@@"" 。 ""<   艶 。 " 練ぷ M"" 罎 。 " 弱 。 "" 
保護者の疾病等により 家庭における 介護が一時的に 困難となった 障害児が施設等に 短期 

間 の入所をする。 

。 璃恥 """ 。 
障害のあ る中・高校生等 ヵ 一戸授時に活動する 場を確保するとともに、 障害児を持つ 
親の就労支援とレスパイト 0 障害児を日常的にケアしている   付く息ゥ 支援を行う。 

口荒苗草書に 対する = 貢 した支援 
発達障害児 ( 者 ) の乳幼児期から 成人 期 までの各ライフステージに 対 Ⅰ 帝 する、 保健・医療   
福祉・教育・ 就労等を通じた 一貫した支援体制の 整備を図る。 

( 平成 ] 6 年 田 離 宮   " 。 " 。 。 " 

2 Ⅰ都道府県・ 指定都市づ 60  眉 目・ 

( 平成 1 9 年度までに達成 ) 

自閉症等の発達障害を 有する障害児 ( 者 ) に対する相談支援・ 療育支援・就労支援等を 総 

合 的に行う地域の 技 肋 点として、 自閉症・   一 ンターを 劃守 する。 

口                   
小児慢性疾患、 のうち、 り へり巳がんなどの 特定の疾患の 医療費 は ついて、 自己負担分の 一部を補 

勒 するとともに・ 車いす等の日常生活用具の 給付を行 う などの福祉サービスの 推進を図る。 

目指すべき社会の 姿 

金 児童虐待により 子とも 乃括 古を落とすことがない 社会になる ( 児童虐待 鱒 。 a@ の 
ク 全国どこで へ 兎 """""""" 
を受けられるよさになる 

今 虐待を受けた 子どもが良好た の中で育まれるようになる 

、 自立した生活が 確保されるようになる 
。 。 " " 。 。 "" 。 。 晴ち 」を支援し、 一人ひとりの 適性に応じた 社 
金的・Ⅱ樹な 自立別足 進 される 

一 Ⅰ 9 一 




